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独立行政法人環境再生保全機構 

（承 継 勘 定） 



（承継勘定） （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 813,629,088
有価証券 1,400,000,000
割賦譲渡元金 76,672,334,265

貸倒引当金 △ 12,377,018,795 64,295,315,470
未収収益 57,123,828

貸倒引当金 △ 2,211,771 54,912,057
未収金 268,352,300
貸付金 9,351,379,709

貸倒引当金 △ 1,140,881,216 8,210,498,493
その他流動資産 838,335

　流動資産合計 75,043,545,743
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物及び附属設備 17,049,366
減価償却累計額 △ 7,201,072 9,848,294

工具器具備品 13,351,907
減価償却累計額 △ 7,465,479 5,886,428

土　地 89,900,000
　有形固定資産合計 105,634,722

　２　無形固定資産
ソフトウェア 8,773,156
その他無形固定資産 273,000

　無形固定資産合計 9,046,156
　３　投資その他の資産

敷金保証金 104,441,920
未収財源措置予定額 4,718,366,742
破産更生債権等 3,798,945,708

貸倒引当金 △ 3,132,307,359 666,638,349
　投資その他の資産合計 5,489,447,011

　固定資産合計 5,604,127,889
　　　　　　資産合計 80,647,673,632
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 567,384,911
5,000,000,000

債券発行差額 △ 101,695 4,999,898,305
１年以内返済予定長期借入金 16,096,126,000
未払金 84,203,467
未払費用 118,195,003
預り金 105,000
割賦繰延利益 50,345,556

　流動負債合計 21,916,258,242
Ⅱ　固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金 24,507,878

環境再生保全機構債券 20,000,000,000
債券発行差額 △ 2,338,984 19,997,661,016

長期借入金 27,992,275,000
　固定負債合計 48,014,443,894

　　　　　　負債合計 69,930,702,136
（純資産の部）
Ⅰ　資本金

政府出資金 571,727,123
　資本金合計 571,727,123

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 △ 22,191,400

　資本剰余金合計 △ 22,191,400
Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 6,989,438,346
積立金 1,634,873,039
当期未処分利益 1,543,124,388
（うち当期総利益） (1,543,124,388)

　利益剰余金合計 10,167,435,773
　　　　　　純資産合計 10,716,971,496
　　　　　　負債純資産合計 80,647,673,632

１年以内償還予定環境再生保全機構債券

金　額科　目

貸借対照表
（平成２３年３月３１日）



（承継勘定） （単位：円）

経常費用

建設譲渡業務費

事業資産譲渡原価 10,277,671,736 10,277,671,736

一般管理費

役職員人件費 244,816,044

雑給 34,214,012

業務委託費 126,806,688

賃借料 57,134,197

貸倒損失 83,660,000
未収財源措置予定額取崩高 823,741,552
減価償却費 7,405,134

その他一般管理費 42,806,401 1,420,584,028

財務費用

支払利息 1,189,671,426

債券発行費 14,122,234 1,203,793,660

雑　損 2,017,531

　経常費用合計 12,904,066,955

経常収益

運営費交付金収益 517,529,825

事業資産譲渡高 10,281,133,212

資産見返運営費交付金戻入 7,405,134

貸倒引当金戻入 803,465,681

財務収益

有価証券利息 198,241

割賦譲渡利息 2,131,941,369

貸付金利息 431,160,996

その他の受取利息 1,813,819 2,565,114,425

雑　益 272,543,066

　経常収益合計 14,447,191,343

　経常利益 1,543,124,388

　当期純利益 1,543,124,388

　当期総利益 1,543,124,388

損益計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

金　額科　目



（承継勘定） (単位：円)

金　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

役職員人件費支出 △ 277,823,777

その他の業務支出 △ 446,820,475

運営費交付金収入 798,824,000

割賦譲渡元金の回収による収入 10,281,133,212

貸付金の回収による収入 3,614,840,589

国庫補助金等収入 3,200,000,000

その他の業務収入 425,088,360

小　計 17,595,241,909

利息の受取額 2,570,551,250

利息の支払額 △ 1,244,488,513

　業務活動によるキャッシュ・フロー 18,921,304,646

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 5,500,000,000

定期預金の払戻による収入 7,100,000,000

有価証券の取得による支出 △ 6,200,000,000

有価証券の償還による収入 4,800,000,000

敷金保証金の差入による支出 △ 17,000,000

敷金保証金の返還による収入 25,440,710

　投資活動によるキャッシュ・フロー 208,440,710

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

債券の発行による収入 5,000,000,000

債券の償還による支出 △ 5,000,000,000

長期借入れによる収入 2,000,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 20,906,558,000

その他の財務支出 △ 14,122,234

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 18,920,680,234

Ⅳ　資金増加額（△資金減少額） 209,065,122

Ⅴ　資金期首残高 604,563,966

Ⅵ　資金期末残高 813,629,088

キャッシュ・フロー計算書

科　目

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）



（承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 1,543,124,388

当期総利益 1,543,124,388

Ⅱ　利益処分額 1,543,124,388

積立金 1,543,124,388

金　額

利益の処分に関する書類

科　目



行政サービス実施コスト計算書

（承継勘定） （単位：円）

Ⅰ　業務費用

(1)損益計算書上の費用

建設譲渡業務費 10,277,671,736

一般管理費 1,420,584,028

財務費用 1,203,793,660

雑　損 2,017,531

(控除)未収財源措置予定額取崩高 △ 823,741,552 12,080,325,403

(2)(控除)自己収入等

事業資産譲渡高 △ 10,281,133,212

貸倒引当金戻入 △ 803,465,681

財務収益 △ 2,565,114,425  

雑　益 △ 272,543,066 △ 13,922,256,384

業務費用合計 △ 1,841,930,981

Ⅱ 引当外賞与見積額 △ 1,369,358

Ⅲ 引当外退職給付増加見積額 △ 6,200,924

Ⅳ 機会費用

6,896,673 6,896,673

Ⅴ 行政サービス実施コスト △ 1,842,604,590

科　目

（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

金　額

政府出資又は地方公共団体出資等
の機会費用



（承継勘定） 

注記事項 

〔重要な会計方針〕 

当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して財務諸表等を作成しておりま

す。 

 

１． 運営費交付金収益の計上基準 

費用進行基準を採用しております。 

これは、中期計画及び年度計画において、業務の実施と運営費交付金との対応が明確に

されていないことにより、業務達成基準及び期間進行基準を採用することが困難なためです。 

 

２． 減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産  

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。 

建物及び附属設備 3～15 年 

工具器具備品 4～15 年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能期間

（5 年）に基づいております。 

 

３． 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

(1) 退職一時金 

運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金を計上しておりま

せん。 

(2) 厚生年金基金から支給される年金給付 

役員及び職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により厚生年金基金への掛金及

び年金基金積立不足額に関して財源措置がなされないものについて、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（5 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政

法人会計基準第 38 に基づき計算された退職一時金及び年金給付に係る退職給付引当金

の当期増減額を計上しております。 

  



４．割賦譲渡に係る収益認識基準 

事業資産の引渡し時において、割賦取引に係る債権元本総額（消費税を除く）を割賦譲渡

元金として計上し、回収日をもって事業資産譲渡高及び事業資産譲渡原価として計上する方

法によっております。なお、未回収の割賦譲渡元金に対応する未経過利益は、割賦繰延利益

として負債計上しております。 

 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。  

 

(2) 賞与引当金 

運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金を計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計

基準第 88 に基づき計算された当該見積額の当期増減額を計上しております。 

 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

 

７．債券発行差額の償却方法 

債券発行差額は、債券の償還期間にわたり均等償却しております。 

 

８．未収財源措置予定額の計上基準 

割賦譲渡元金、貸付金、破産更生債権等の元本等の貸倒れによる損失及び損失見込額

に対し、後年度において財源措置が予定される金額を計上しております。 

 

９．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 23 年 3 月末利回りを参考に 1.255％で計算しております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

 

〔重要な会計方針の変更〕  

資産除去債務に関する会計基準の適用  

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」を適

用しております。  

これにより損益に与える影響はありません。   



〔貸借対照表に関する事項〕 

１．金融商品関係 

（1） 金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

承継勘定においては、旧環境事業団から承継された建設譲渡事業及び貸付事業に係

る債権の管理回収を行っており、これらの債権の回収を進め、同事業の財源となった財政

融資資金の返済を確実に行っていく必要があります。これらの業務を実施するため、財政

融資資金及び金融機関からの借入金及び債券発行により資金を調達しております。資金

運用については、短期的な預金に限定しております。 

 

②金融商品の内容及びリスク 

承継勘定が保有する金融資産は主として、建設譲渡事業に係る割賦譲渡債権と貸付事

業に係る貸付金債権であります。これらは国内の地方公共団体や法人等に対するもので

あり、契約先の債務不履行によってもたらされる信用リスクにさらされております。 

借入金及び環境再生保全機構債券は、一定の環境下で当法人が市場を利用できなく

なる場合など、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクにさらされておりま

す。 

 

③金融商品に係るリスク管理体制 

信用リスクの管理は、債権管理回収に係る諸規程に基づき割賦譲渡元金債権及び貸付

金債権の個別債務者ごとに信用情報管理、内部格付、返済金の入金管理、保証や担保

の設定、問題債権への対応等の与信管理に係る体制を整備して運用しております。与信

管理に係る体制は、債権全般に係る信用情報管理、内部格付、返済金の入金管理等は

主として債権管理部門が行い、保証や担保の設定、問題債権への対応等は債権回収部

門が行っています。入金状況や延滞発生や延滞解消状況は月次報告として担当理事に

報告し、また、定期的に理事会にも報告しております。債権管理回収に係る基本方針の策

定等は、当法人の理事長を委員長とする債権管理委員会を開催し、審議することとしてお

ります。 

資金調達は、主務大臣により認可された資金計画に従って行っております。資金調達に

係る流動性リスクについては、月次に資金計画を作成するとともに、複数の金融機関から

当座貸越枠を取得すること等により管理しております。 

 

 

 



（2） 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含めて

おりません（（注２）参照）。 

 （単位：円） 

  貸借対照表計上額 時    価 差    額 

① 現金及び預金 813,629,088 813,629,088 －

② 有価証券 1,400,000,000 1,400,000,000 －

③ 割賦譲渡元金 76,672,334,265  

   貸倒引当金 △12,377,018,795  

  64,295,315,470 69,016,822,075 4,721,506,605

④ 貸付金 9,351,379,709  

   貸倒引当金 △1,140,881,216  

  8,210,498,493 8,508,165,091 297,666,598

⑤ 破産更生債権等 3,798,945,708  

   貸倒引当金 △ 3,132,307,359  

  666,638,349 666,638,349 －

⑥  環境再生保全機構債券 

(１年以内を含む) 
(25,000,000,000)  

  債券発行差額 (△2,440,679)  

  (24,997,559,321) (25,182,500,000) (184,940,679)

⑦ 長期借入金 

 (１年以内を含む)  
(44,088,401,000) (44,845,599,906) (757,198,906)

（注） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

（注１） 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

①  現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。 

②  有価証券 

有価証券は譲渡性預金であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

③ 割賦譲渡元金 

割賦譲渡元金の時価については、元利金の合計額を同様の新規建設譲渡をしたと

仮定した場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。また、貸

倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を

算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控

除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

④  貸付金 

貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付をしたと仮定した場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。また、貸倒懸念債権に

ついては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているた

め、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に

近似しており、当該価額をもって時価としております。 



⑤  破産更生債権等 

破産更生債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見

積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積

高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。 

⑥  環境再生保全機構債券（１年以内を含む） 

当法人が発行する債券の時価は、市場価格によっております。 

⑦  長期借入金（１年以内を含む） 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

（注２） 未収財源措置予定額（貸借対照表計上額 4,718,366,742 円）は、独立行政法人会

計基準第 84 に基づき、当法人の業務運営に要する費用について後年度において財源

措置が予定されている金額を計上している性質上、市場価格がなく、かつ、将来キャッ

シュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

上表に含めておりません。 

 

２．有価証券関係 

（1）満期保有目的債券で時価のあるもの      （単位：円） 

区 分 種   類 貸借対照表計上額 決算日における時価 差  額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 

譲渡性預金 1,400,000,000 1,400,000,000 －

小計 1,400,000,000 1,400,000,000 －

合   計 1,400,000,000 1,400,000,000 －

 

（2）満期保有目的債券の決算日後における償還予定額    （単位：円） 

区 分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

譲渡性預金 1,400,000,000 － － －

合 計 1,400,000,000 － － －

 

３．退職給付関係 

（1）採用している退職給付制度の概要 

  退職一時金制度と厚生年金基金制度を採用しております。 

（2）退職給付債務に関する事項 （単位：円） 

a．退職給付債務 5,035,269

b．年金資産 △5,035,269

ｃ．未積立退職給付債務 (ａ+b) ― 

d．未認識数理計算上の差異 ― 

e．退職給付引当金 (ｃ+ｄ) ― 

 

  



（3）退職給付費用に関する事項 （単位：円） 

a．勤務費用 ― 

b．利息費用 ― 

ｃ．期待運用収益 ― 

d．未認識数理計算上の差異の費用処理額 ― 

ｅ．従業員拠出額 ― 

ｆ．退職給付費用 (ａ～ｅ) ― 

 

（4）退職給付債務等の計算に関する事項 

a．割引率 2.00%

b．期待運用収益率 2.666%

ｃ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

d．数理計算上の差異の費用処理年数 各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（5 年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理。

 

４．運営費交付金で財源措置されるため計上しない退職給付引当金の見積額は、294,583,109

円であります。 

 

５．運営費交付金で財源措置されない賞与の見積額は、15,870,856 円であります。 

 

６．減損会計関係 

当該事業年度における減損の兆候については以下のとおりです。 

（１） 土地 

①固定資産の用途、種類、場所等の概要 

用途 種類 場所 帳簿価額 

職員宿舎 土地 神奈川県横浜市戸塚区 89,900,000 円

(地積 1,036.35 ㎡）

②使用しないという決定を行った経緯及び理由 

職員宿舎として使用している土地については、独立行政法人整理合理化計画（平成 19 年 12 月 24

日閣議決定）により、本中期計画期間中に売却することが示されたことから、減損の兆候が認められ

ました。 

③使用しなくなる日 

職員宿舎の廃止・売却の時期は、本中期計画期間中に決まっていくこととなります。 

④使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額 

職員宿舎（当該事業年度の期末帳簿価額：土地 89,900,000 円、建物等 0 円）については、売却・

廃止の条件・時期が決定するまでは回収可能サービス価額及び減損額の見込額を算出することがで

きません。 

  



（２）電話加入権 

電話加入権の売買市場価格が著しく下落したため、減損の兆候が認められましたが、回収可能サ

ービス価額（ＮＴＴの公定価格 一般回線及びＩＮＳネット 64  回線 36,000 円）が帳簿価額を上回って

いるため、減損額は算出されませんでした。 

 

〔キャッシュ・フロー計算書に関する事項〕 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   現金及び預金 813,629,088 円 

資金期末残高 813,629,088 円 

 

〔行政サービス実施コスト計算書に関する事項〕 

国等からの出向者に係る退職給付 

行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額のうち、国等からの出向職員

に係るものの額は、3,553,861 円であります。 

 

〔重要な債務負担行為〕 

該当事項はありません。 

  

〔重要な後発事象〕 

該当事項はありません。 

用途 種類 場所 回線数 帳簿価額 

通信設備 電話加入権 本部（神奈川県川崎市） 21 273,000 円

  （１回線当たり 13,000 円）



（承継勘定）

附　属　明　細　書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

２．有価証券の明細

流動資産として計上された有価証券 （単位：円）

３．長期借入金の明細 （単位：円）

（注） １．１年以内返済予定額については、内数として（　）で記載しております。
２．平均利率については、期末残高に対する加重平均利率を計上しております。

４．環境再生保全機構債券の明細 （単位：円）

（注） １年以内償還予定額については、内数として（　）で記載しております。

(5,000,000,000) (5,000,000,000) (5,000,000,000) (5,000,000,000)
計

25,000,000,000 10,000,000,000 10,000,000,000 25,000,000,000

5,000,000,000 ― ― 5,000,000,000 0.79% H26.9.19
発行価格

　　@99.97円

　第5回環境再生
　　　　保全機構債券

5,000,000,000 ― ― 5,000,000,000 1.24%

　第2回環境再生
　　　　保全機構債券

5,000,000,000 ― 5,000,000,000 ― 

償 還 期 限 摘　要銘 柄 期 首 残 高 当 期 増 加 当 期 減 少 期 末 残 高 利　率

0.88% H22.9.21
発行価格

　　@99.95円(5,000,000,000) (―) (5,000,000,000) (―)

(20,906,558,000) (16,096,126,000) (20,906,558,000) (16,096,126,000)
計

62,994,959,000 18,096,126,000 37,002,684,000 44,088,401,000 

　　　H24年3月～

(4,500,000,000) (4,300,000,000) (4,500,000,000) (4,300,000,000) H26年3月　　　
政府保証民間借入金

14,800,000,000 6,300,000,000 8,800,000,000     12,300,000,000 
0.604%

返 済 期 限 摘　要

財 政 融 資 資 金
48,194,959,000 11,796,126,000 28,202,684,000 31,788,401,000 

1.929%
　　　H23年9月 ～

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 当 期 減 少 期 末 残 高 平均利率

(16,406,558,000) (11,796,126,000) (16,406,558,000) (11,796,126,000) H28年3月　　　

摘　　要

満期保有目的債券
譲渡性預金 1,400,000,000 1,400,000,000 1,400,000,000 ―

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

計 1,400,000,000 1,400,000,000 1,400,000,000 ―

― ― ― 3,798,945,708

計 13,493,066,693 382,643,658 5,253,955,981 8,621,754,370 ― ― ― 8,621,754,370

― ― ― 104,441,920

未収財源措置予定額 8,742,108,294 ― 4,023,741,552 4,718,366,742 ― ― ― 4,718,366,742投資その他の
資産

敷金保証金 113,441,920 17,000,000 26,000,000 104,441,920

無形固定資産
合計

ソフトウェア 25,469,635 ― ― 

破産更生債権等 4,637,516,479 365,643,658 1,204,214,429 3,798,945,708

― ― 273,000

計 25,742,635 ― ― 25,742,635 16,696,479

その他無形固定資産 273,000 ― ― 273,000 ― 

4,781,656 ― 9,046,156

273,000

計 273,000 ― ― 273,000

25,469,635 16,696,479 4,781,656 ― 8,773,156

― ― ― 273,000
非償却資産

その他無形固定資産 273,000 ― ― 273,000 ― ― ― 

16,696,479 4,781,656 ― 8,773,156

無形固定資産
（償却費損益内）

ソフトウェア 25,469,635 ― ― 25,469,635

有形固定資産
合計

建物及び附属設備 17,049,366 ― ― 

16,696,479 4,781,656 ― 8,773,156

計 25,469,635 ― ― 25,469,635

計 120,192,021 109,252 ― 120,301,273 14,666,551 2,623,478 ― 105,634,722

1,361,174 ― 5,886,428

土 地 89,900,000 ― ― 89,900,000 ― 

工具器具備品 13,242,655 109,252 ― 13,351,907 7,465,479

― ― 89,900,000

17,049,366 7,201,072 1,262,304 ― 9,848,294

― ― ― 89,900,000

― ― ― 89,900,000

計 89,900,000 ― ― 89,900,000
非償却資産

土 地 89,900,000 ― ― 89,900,000

有形固定資産
（償却費損益内）

建物及び附属設備 17,049,366 ― ― 

工具器具備品 13,242,655 109,252 ― 13,351,907 7,465,479

2,623,478 ― 15,734,722

減損損失
累計額

差引当期末
残　　　　 高

摘 要
当期償却額

1,361,174 ― 5,886,428

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

　第7回環境再生
　　　　保全機構債券

― 5,000,000,000 ― 5,000,000,000 0.447% H27.9.18

17,049,366 7,201,072 1,262,304 ― 9,848,294

計 30,292,021 109,252 ― 30,401,273 14,666,551

発行価格
　　@100.0円

　第3回環境再生
　　　　保全機構債券

5,000,000,000 5,000,000,000 5,000,000,000 5,000,000,000
1.41% H23.9.20

発行価格
　　@99.98円(―) (5,000,000,000) (―) (5,000,000,000)

　第4回環境再生
　　　　保全機構債券

5,000,000,000 ― ― 5,000,000,000 1.23% H24.9.20
発行価格

　　@100.0円

H25.9.20
発行価格

　　@99.95円

　第6回環境再生
　　　　保全機構債券



５．貸付金等に対する貸倒引当金の明細 （単位：円）

（注）貸倒引当金の算定方法は、「重要な会計方針」の「５．引当金の計上基準（１）貸倒引当金」に記載しております。

６．退職給付引当金の明細 （単位：円）

７．資本金及び資本剰余金の明細 （単位：円）

８．積立金の明細 （単位：円）

(注)

(注)承継業務における残余の額を通則法第44条第1項の規定に基づき積立金を整理しております。

９．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

交 付 年 度 期 首 残 高
交　 付　 金
当期交付額

当　　期　　振　　替　　額
期 末 残 高運営費交付金

収　　　　益
資 産 見 返
運営費交付金

資本剰余金 小　計

517,639,077 281,184,923平成22年度 ― 798,824,000 517,529,825

区　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

前中期目標期間繰越積立金 6,989,438,346 ― 

計 6,989,438,346 1,634,873,039 ― 8,624,311,385

― 6,989,438,346

通則法第44条第1項積立金 ― 1,634,873,039 ― 1,634,873,039

△22,191,400

　損益外固定資産
△22,191,400 ― ― △22,191,400

　除売却差額
資本剰余金

資本剰余金

計 △22,191,400 ― ― 

計 571,727,123 ― ― 571,727,123
資本金

政府出資金 571,727,123 ― ― 571,727,123

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

退職給付引当金 ― ― ― ― 

年金資産 4,948,191 87,078 ― 5,035,269

従業員拠出額 ― ― ― ― 

未認識過去勤務債務及び未認識数理計
算上の差異

― ― ― ― 

厚生年金基金に係る債務 4,948,191 87,078 ― 5,035,269

退職一時金に係る債務 ― ― ― ― 

退職給付債務合計額 4,948,191 87,078 ― 5,035,269

区　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

3,132,307,359

計 104,765,973,622 △14,886,198,712 89,879,774,910 18,357,024,195 △1,704,605,054 16,652,419,141

破産更生債権等 4,637,516,479 △838,570,771 3,798,945,708 3,456,104,326 △323,796,967

516,145

　貸倒懸念債権 ― 6,782,548 6,782,548 ― 1,695,626 1,695,626

　一般債権 62,540,766 △12,208,086 50,332,680 655,395 △139,250

1,074,034,018

未収収益 62,540,766 △5,425,538 57,115,228 655,395 1,556,376 2,211,771

　貸倒懸念債権 4,378,411,882 △845,234,173 3,533,177,709 1,535,404,786 △461,370,768

8,668,246,000 △2,850,044,000 5,818,202,000 105,211,188 △38,363,990 66,847,198

貸付金 13,046,657,882 △3,695,278,173 9,351,379,709 1,640,615,974 △499,734,758

29,177,084,573 △1,615,779,383 27,561,305,190 12,588,249,290 △758,774,904 11,829,474,386

12,377,018,795

(注）

　一般債権 57,842,173,922 △8,731,144,847 49,111,029,075 671,399,210 △123,854,801 547,544,409

　貸倒懸念債権

割賦譲渡元金 87,019,258,495 △10,346,924,230 76,672,334,265 13,259,648,500 △882,629,705

1,140,881,216

　一般債権

区　　分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘　要
期 首 残 高 当 期 増 減 額 期 末 残 高 期 首 残 高 当 期 増 減 額 期 末 残 高

平成21年度 286,199,988 ― ― ― ― ― 286,199,988

109,252 ― 



（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

　①　平成22年度交付分 （単位：円）

①費用進行基準を採用した業務：債権の回収・管理業務

②当該業務に係る損益等及び運営費交付金の振替額の積算根拠

ア ）損益計算書に計上した費用の額（一般管理費）

　イ） 未収財源措置予定額取崩高、債券発行費、減価償却費、自己収入等の調整

　ウ） 固定資産の取得額： （工具器具備品：109,252円）

　エ） 運営費交付金収益への振替額の積算根拠（イの全額）

　オ） 資産見返運営費交付金への振替額の積算根拠（ウの全額）

（３）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

10．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

　補助金等の明細 （単位：円）

（注）未収財源措置予定額を減額処理しております。

11．役員及び職員の給与の明細 （単位：千円、人）　

合　　計
( 451 ) ( 1 ) (―) (―)

182,573  46  66,409  8  

職　　員
(―) (―) (―) (―)

171,626  41  65,698  5  

役　　員
( 451 ) ( 1 ) (―) (―)

10,947  5  711  3  

― ― 3,200,000,000

債権管理回収業務
補助金

3,200,000,000 ― ― ― ― 3,200,000,000

区　　分
報 酬 又 は 給 与 退　職　手　当

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

区　　分 当期交付額
左　の　会　計　処　理

摘　要資 産 見 返
補 助 金 等

資本剰余金
長 期 預 り
補 助 金 等

収 益 計 上
未収財源措置
予　 定　 額

（注）

計 3,200,000,000 ― ― 

平成21年度

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

286,199,988
○費用進行基準を採用した業務は全ての業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、運営費交付金に充当する自己収入の増及び業務の効率化に伴う経
費の節減により運営費交付金の収益化額が計画を下回ったもの。

計 286,199,988

合　　計 517,639,077

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

109,252

会計基準第81第3項による振替額 ― 

109,252

517,529,825

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 517,529,825

資産見返運営費交付金 109,252
1,420,584,028

資本剰余金 ― 
項目 金額 備考

計

差引額 517,529,825

債券発行費（財務費用） 14,122,234

自己収入（雑益のうち宿舎使用料） △48,546
運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に
充当することとしている

貸倒損失 △83,660,000 未収財源措置予定額の対象

自己収入（割賦繰延利益実現分） △2,321,205
運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に
充当することとしている

未収財源措置予定額取崩高 △823,741,552

517,639,077
ア：一般管理費 1,420,584,028

減価償却費 △7,405,134

区　　　分 金　額 内　　　　　　　　　　訳

平成22年度

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

○費用進行基準を採用した業務は全ての業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、運営費交付金に充当する自己収入の増及び業務の効率化に伴う経
費の節減により運営費交付金の収益化額が計画を下回ったもの。

計 281,184,923

281,184,923



（注） １．役員に対する報酬及び退職手当は、役員報酬規程及び役員退職手当規程に基づいて支給しております。

　　職員に対する給与及び退職手当は、職員給与規程及び職員退職手当規程に基づいて支給しております。

２．支給人員数は、年間平均支給人員数によっております。

３．非常勤の役員及び職員については、外数で（　）で記載しております。

４．支給額及び支給人員数には各勘定で按分して負担している全ての役員及び共通部門の人員（25人）が含まれております。

５．中期計画における人件費は、役員報酬、職員基本給及び職員諸手当（賞与支給額を含む）並びに超過勤務手当であり、附属

　明細書における報酬又は給与は、中期計画と同様であります。なお、法定福利費（共済掛金及び厚生年金基金掛金を含む）に

　ついては、中期計画、附属明細書共に含まれておりません。

６．退職手当は、中期計画では含まれておりませんが、附属明細書では退職一時金に係る支給額であります。

７．金額は千円未満切捨てにて記載しております。

12．上記以外の主な資産及び負債の明細

　現金及び預金 （単位：円）

計 813,629,088

区　　分 金　　額 摘　　要

普通預金 813,629,088


